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公共工事における総合評価方式の変遷と

今後の課題について

国土交通省近畿地方整備局 伊藤弘之

By Hiroyuki Ito

我が国の公共工事 に係わ る調達方式については、従来 の価格競争 に代わ り品質 に係わ

る諸 要素 と価格 を総合 的に評価 する総合評価方式が普及 して きている。特 に近年 におい

ては、総合評価 に係 わる手法等が 目ま ぐる しく変化す るとともに、総合評価方式 に期待

されている機能 も、 当初の ものか ら相 当多様化 して きているため、その機能や適用の意

義が複雑 になって いる。 また、現行の総合評価 方式は試行途上の もので、適用事例 にお

いて問題点 が見 られ る とともに、調達方式 と してのさ らなる充実のため には、本質的な

課題 も存在す る。 このため本論文では、(1)建 設市場や社会状況への対応の観点か らの

総合評価方式の変遷の解説、(2)過 年度 にお ける総合評価方式の適用事例 を基 に した総

合評価方式の評価方法等 に関する留意事項の指摘、(3)総 合評価方式が 「価格 と品質が

総合 的に優れ た調達」 に係わ る機能 を十分果たすため、将来的 に検討が必要 とな る課題

の提 示 と、 その うちの最良な調達に向けたアプ ローチに関する検討の フレーム ワークを

提案 するこ とによ り、総合評価 方式に係 わ るよ り深 い理解や、調達制度 と しての発展 の

方向性 を示 した。
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1. は じめ に

我が国の公共工事 において、総合 評価方式が適用

された最初 の工事は平成10年11月 に公告された

「今井1号 橋撤 去工事」である。当該工事 にお いて

は、価格競争ではな く総合評価方式 を適用す るこ と

の必要性 や評価項 目、評価方法、予定価格の作成方

法等について建設省(現 国土交通省)と 大蔵省(現

財務 省)と の 間で協議 が行われた。平成12年3月

には大蔵大 臣(現 財務大 臣)と 公共工事関係省庁 の

長 との間で包括協議が整 い、「工事に関する入札 に係

わ る総合評価落札方式の標準ガイ ドライン(以 下、

標準ガイ ド)」に準 じて総合評価 方式 を適用するこ と

によ り、工事案件毎の個別協議が不要 とな った。 こ

のため手続 きに係 わ る事務量や時間が大幅に軽減 さ

れ、総合評価方式の適用拡大のための環境が整備 さ

れた。ただ し、当初は技術提案による工事品質 の向

上分 を容易 に金銭換算で きる工事 に限定 されてお り、

総合評価方式の適用はそれほ ど増加 しなか った。

このよ うな状 況の中で、総合評価方式の適用拡大

の一つの契機 になったのが平成14年6月 の通達「工

事 に関する入札 に係わ る総合 評価落札方式の性能等

の評価 方法 について(以 下、平成14年 通達)」 であ

り、 この通達 に準 ずることで発注者は技術提案 によ

る工事 品質向上分 の金銭換算等 を しな くとも、総合

評価 方式 を適用することが可能 とな った。このため、

平成14年 度 には全発注金額の約2割 に相 当す る約

452件 の工事に総合評価 方式が適用 された。

さらに、平成17年4月 には 「公共工事 の品質確

保の促進 に関する法律(以 下、品確法)」が施行 され、

公共工事全体の品質確 保 を図るため、地 方公共団体

で も発注 され る難易度が低 く規模の小さい工事 にも

適用で きる簡 易型や、難易度 の高い工事 の遂行のた

め民間の開発 した新技術 や高度 な技術提 案を求め る

場合 に適 した高度技術提案型 の総合評価 方式が整備

され、総合評価方式の適 用対象工事の範 囲が急激に

広 がったこと等 か ら、平成17年 度の適用件数は、
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1611件(北 海道、沖縄 を除 く8地 方整備局の契約済

み件数)と 総合評価方式の適用件数は飛躍的 に増加

した。

工事 品質確 保 の ための施策 と して総合評 価 方式

の拡大が図 られて きたが、平成18年 以降特 に顕著

になったいわゆ るダン ピング問題の対策 として、総

合評価方式のダ ンピング防止機能 を強化するこ とが

検討 され、平成18年12月 にはダンピング対策 の主

要施策 と して、施 工体制評価 点を加 えた施工体制確

認型総合評価 方式が打 ち出されている。

この よ うに公共 工事 におけ る総 合評価 方式 の適

用が進む 中、社会情勢 の急激な変化等 に応 じて総合

評価 の手法が変化 して きたが、総合評価方式の適用

目的やコンセ プ ト自体 も大 き く変化 して きてい る。

実際の作業 を担 う現場職 員お いては総合評価 方式に

ついて正 しい理解 に努め るとともに、発注案件に応

じて苦心 して適用 を図 っていると思われるが、既 存

事例 の中には総合評価 方式の趣 旨が十分理解 されて

いない と思 われるもの も見受け られ る。 この ため、

本論文においては、公共工事 に係わ る総合評価方式

について、社会情勢 に応 じて辿 った変遷につ いて解

説 するとともに、今後の課題等 を明 らかにすること

によ り、総合評価 方式 の理解 と発展 に資するこ とを

期待 するものである。

2. 公共 工事 に係 わ る総 合評価 方式 の変遷

公共工事 に係 わる総合評価方式 については、今 日

までにその形式や手法 が大 き く変化 して きた。 この

変化 を社会背景 とあわせて詳述する。

(1) 公共調達 におけ る総合評価方式 の先行例

公共調達 にお ける総合評価方式の適用は、公共工

事が最初で はな く 「スーパー コンピュー タ」、「運輸

多 目的衛星 」、「コンピュータ製品及びサー ビス、電

気通信機器及 びサー ビス並びに医療技術製品及びサ

ー ビス」等 にお いて先行 して行われている。平成2

年5月 に改正 されたガイ ドライ ン 「スーパー コンピ

ュー タの入札 に係 わる落札方式」 については、下記

の①、② が既 に規定 されてお り、 これ らはその後作

成 された公共工事 の標準 ガイ ドの骨格 となって いる。

また、「スーパーコン ピュータの入札 に係 わる落札方

式」は、その後 平成14年7月 に 「コンピュー タ製

品及びサー ビス、電気通信機器及びサー ビス並び に

医療技術製 品及びサー ビス」のコンピュータ機器や

情報通信機器の調達ガイ ドライ ンと統合 され、「情報

システムの調達 に係 る総合評価 落札方式の標準 ガイ

ド」 とな り、 この過程 で③ に示す とお り、除算 方式

ら加算方式へ の改正が図 られた。これは、 コンピュ

ー タ等の調達 においてダンピング競争 が顕著 とな り、

品質確保の観点 か ら、低価格入札によ り評価値 が急

激 に上昇す る除算方式か ら、評価値 の上昇率が安定

した加算方式への変更を行 った ものである。

①落札方法:入 札価格が予定価格の範 囲内、入札 さ

れた性能等が必須 とされた項 目の最低 要件 を全て満

足 している者の中で、評価値が最 も高い者 を落札者

とすること

②総合評価の方法:必 須項 目、必須外項 目の設定 と

基礎点、得点の与え方及び除算 方式(基 礎点 と得点

の和 を入札価格で除 した もの)に よる評価値の算定

③加算方式:価 格及び性能等に係 る総合評価は、入

札者の入札価格の得点 に当該入札者の 申込みに係 る

性能等の各評価項 目の得点の合 計を加 えて得 た数値

をもって行 う。入札価格の得点は、入札価格 を予定

価格で除 して得 た値を一 か ら減 じて得 た値に入札価

格 に対す る得点配分を乗 じて得た値 とする。

平成11年2月 には地 方自治法の施行令が改正 さ

れ、地方公共団体 におけ る公共調達にお いて総合評

価方式が適用で きることとなった。地 方 自治法では

総合評価方式の適用 において学識経験者 の意見聴取

を義務づけてい るが、評価項 目や評価値 の算出方法

等具体 的な方法や手続 き等については実施 する地方

公共 団体が決定す ることとな って いる。

(2) 公共工事に係わ る総合評価方式の検討の開始

公共 工事 において総合評価 方式は、平成4年11

月の中央建設業審議会の建議 「入札 ・契約制度の基

本的あ り方」で、民間の技術開発 を促進す るととも

に、公共工事 において その成果を積極的 に活用 して

い く観点か らの、多様 な入札契約 方式の検討の一課

題 と して示され、平成5年12月 中央建設業審議会

建議 「公共工事 に関する入札 ・契約制度の改革につ

いて」では、入札 ・契約 方式改革の基本方針 の一つ

として、技術提案型総合評価方式の導入 を図 るため

の評価手法の開発が急務 とされた。

これ に基 づ き、建設省 か らの委 託 を受け た(社)

土木学会建設マネジメン ト委 員会では、 海外調査 や
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制度設計 に係 わ る研究 を行い、平成6年3月 に 「建

設施工技術の評価手法研究業務報告書」1)、「海外 に

おけ る建設技術評価手法調査業務 報告書」2)を公表

してお り、 これ によ り海外 における総合評価 方式 そ

の他 の発注方式の情報 が収集されるとともに、総合

評価 に係わ る基本的な考 え方が整理 された。 また、

建設省土木研 究所 では平成9年1月 に 「技術提案総

合評価方式の導入に関する調査 」3)を公表 してお り、

この中で実施 要綱(案)を と りまとめている。

(3) 公共工事 にお ける総合評価方式 の適用 に係 わ る

個別協議

公共工事に総合評価方式 を適用 するに当たっては、

当初 は予算決算及 び会計令(以 下、予決令)91条 に

基 づ き個別案件 毎に大蔵省 と協議 をす る必要 があっ

た。個別協 議は 「今井1号 橋撤去工事」、「五十里 ダ

ム施設改良本体 工事」の2件 において行われたが、

その後作成 された公共工事 に係 わる総合評価方式の

枠組みは、これ ら2件 の個別協議結果 による ところ

が大 きい。

a)今 井1号 橋撤去工事

「今井1号 橋撤去工事」は国道16号 保土 ヶ谷バ

イパ スに架 か る橋長50m、 幅員13mの 今井1号 橋

を撤去 する工事 であるが、工事 に伴 うバイパスの全

面通行止めによ る社会的損失が相 当程度 あるため、

工事価格 と全 面通行止めの時間短縮 を総合評価 した

ものであ る。

当該個別協議 にお いては、当該工事が会計法第29

条の6② 項 「契約の性質又は 目的か ら自動落札方式

によ り難い契約」であ ることや、予決令91条 「価

格 に加 えて工事所要時間 を勘案 して国に とって最 も

有利な ものをもって落札者 とする」す るこ との妥当

性、具体的な落札方式や総合評価の方法、予定価格

の作 成方法 について協議が行 われてい る。

この際、 予決令 におけ る 「国にとって最 も有利」

の判断根拠 が金銭的価 値に限 られず、例 えば道路管

理者 と して、 国が社会的影響や要請 に利害 を有す る

場合 には、施工条件の違いを 「国にとって有利」の

観点か ら評価 し、落札者決定 の一つの要因 として扱

うことは適 当で あることが合意 された。総合評価 の

評価 値 については、VFM (Value for Money;単 位

コス ト当た りの価値)に 則 した除算方式 とした。 ま

た、予定価格 の作成 方法 については、予決令第80

条②項の趣 旨に応 じて契約額の上限 としての合理的

価格 とし、各評価項 目が最 も望 ましい状態(目 標状

態)に 対 する工事価格 を用いることと した。この時、

「国にとっての有利 さの程度の整合性」か ら、標準

状態 におけ る工事の価格 と社会的損失(8時 間渋滞

による損失)の 総和が、 目標状態 にお ける工事価格

と社会的損 失(1時 間渋滞 による損失)の 総和 と均

衡 する必要があるため、これ よ り予定価格 を標準状

態 の工事価格 に、標準状態か ら目標状態 に達するこ

とによる社会 的損失の減 少分(7時 間の渋滞短縮)

の金銭換算値 を加算す ることで合意 を得ている。こ

の予定価格 と標準状態 の工事価格 の差額は総合評価

管理費 と して積算体系に新た に組み込 まれた。また、

基礎点 と加算点合計の設定 においても、 目標状態 と

標準状態の評価値の整合性か ら、標準状態の工事価

格 と社会的損失の減少分 の比 と して、90:10と して

いる。なお、 これ以降標準状態 とは最低限の要求要

件 が全て満足 されて いる状態 とし、VE提 案 を求め

るため発注者が示す標準状態の工事仕様 を標準案 と

呼ぶ こととする。

b) 五十里ダム施設改良本体工事

「五十里ダム施設改良本体工事 」は、既設 コンジ

ッ トゲー トよ りも低 い位置 に放流管 を新設するもの

であ り、施工 にあた っては水位 を低下 させ る必要が

あるため、発電事業者に対 して水位低下 に伴 う補償

が必要 となる工事であ り、平成11年7月 に公告 さ

れてい る。調達 に伴 うその他支出を加えた総 費用の

縮減は これまでの総合評価方式には無か った概念で

あるが、「国 にとって最 も有利」の観点か ら基礎点 を

工事価格 とそれ に伴 う水位低下期 間の 目標水位低 下

期間(53週 間)を 上回る期間に相 当する補償 費の合

計で除 した値 を評価値 とすること、予定価格 を標準

案 の価格 とこの工事 に係 わる水位低下期 間(69週

間)の 目標水位低下期 間に対す る補償費増額分の総

和 と して設定す ることで合意 している。

(4)公 共 工事に係わ る総合評価方 式の包括協 議 と標

準ガイ ドの整備

公共工事 に総合評価 方式 を適 用する際の事務の効

率化等を図るとともに、公共工事 の発注担当省庁間

の考え方、方式等 の調整 ・統一 を図るため、平成10

年度後 半よ り公共工事 関係省庁 の長 と大蔵大 臣 との

間で包括協議 を開始 し、平成12年3月 に協議が整
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い、運用の基本的な手 引きとして標準ガイ ドを とり

まとめてい る。

標準 ガイ ドに定 め られ た総合評価方式の適用範囲

については 「入札者 の提示す る性能、機能、技術等

によって総合的なコス トに相当程度の差異が生 ずる、

又は工事価格の差異 に比 して工事 目的物の性能 ・機

能 又は社会的要請に対 する対策の達成度 に相 当程度

の差異 が生ず ると大臣が認 める工事 」とされてお り、

個 々の工事への適用 の可否については上記趣 旨の範

囲で発注者が判断す ることとな っている。

標 準ガイ ドが整備 され、平成12年 度 には6件 、

翌13年 度 には35件 の工事 に総合評価 方式が適用さ

れたが、当初期待 した ような総合評価 方式の普及か

らはほ ど遠 いものであ った。標準ガイ ドには、下記

①、② とされて いるが、最低価格の入札者が落札で

きなか った場合 の価 格 と工事 品質の トレー ドオ フや、

総合評価管理 費の算定根拠の説 明のため、 目標状態

の工事価格 の概算又は工事品質 向上分の金銭換算 と

いった煩雑 な作業が伴 うとともに、容易に金銭換算

できる評価項 目が限定 され ること等が、総合評価方

式 がそれ程拡 大 しなかった原因 と考 え られ る。ただ

し、平成13年 度 には総合評価管理費 を計上せず、

作業 を簡素化 した事例 も見 られている4)。

①基礎点合計 と加算点合計 との配点割合は、工事及

び評価 の 目的 ・内容等 を勘案 して適切 に設定す る。

② 予定価格の算定方法については、 目標状態の工事

価格 を算 出する方法、あ るいは最低 限の要求要件 を

満足す る工事価格 に目標状態 まで に必要な価格 を加

算す る方法等が考え られ、各公共工事発注機関が設

定す る。

(5) 平成14年 通達 と総合評価方式 の効率化

公共工事 にお ける談合やダ ンピング入札、不良不

適格業者の参入等が問題 となる中で、平成13年2

月には 「公共 工事の入札及び適正化の促進 に関する

法律」が施行 され、「公共工事の入札及び適正化 を図

るための措置に関する指針(平 成13年3月)」 にお

いて、公正な競争 を促進 するための入札及び契約の

方法の改善 に関するこ ととして、総合評価 方式 を積

極 的に導入す ることとされた。

このため、総合評価 方式の適用をよ り効率化 する

ととも に、適用対象工事 を拡大 す るため、平成14

年6月 に通達(以 下、平成14年 通達)が 出され、

基礎点の標準(標 準点)を100点 、加算点合計 を当

面一律 に10点 と定め るとともに、予定価格 を標準

案の価格 とする方式が提示され た。 また、定性 的な

項 目の評価 方法 を示 す こ とに よ り、 工事 に係 わ る

様 々な技術 的要素 の評価項 目としての取 り込み を図

った。加算点合計 の10点 はそれ までの適用事例 の

平均 的な値であ る。これ によ り、「標準案の価格で標

準案よ り優れた品質の工事 を調達す る」 という発注

者(又 は国)に とって有利な前提の上で、評価値 を

工事の厳密なVFMか らVFMを 概ね近似 した落札

者決定のための指標 とすることで、工事品質の金銭

換算等の煩雑な作 業を省略す ることが可能 とな った。

(ただ し、最良の調達 を 目指す観点か ら、調達結果

を収集 ・評価 し、必要に応 じて配点割合等を見直す

こ とが義務づ け られている。)これ によ り、定性的な

評価項 目の採用 によ り適用対象工事 の範囲が拡大 し

たことや、国土交通省 と して発注金額 の2割 に総合

評価方式を適用 するとい う数値 目標 を設定 したこ と

等 によ り、平成14年 度は452件 、15年 度 は559件 、

16年 度は411件 と総合評価方式の適用件数は大幅

に増加 した。なお、本通達は平成17年10月 に改正

され、加算点は10～50点 の範 囲で引 き上げ、適切

に設定 することとされてい る。

(6) 総合評価方式の体系的整備

平成17年4月 には品確法が施行 され、基本理念

として 「公共工事の品質は、建設工事が、 目的物が

使用 されて初めてその品質 を確認で きること、 その

品質が受注者の技術 的能力 に負 うところが大 きいこ

と、個別の工事 によ り条件が異なるこ と等の特性 を

有 することに鑑み、価格及び品質が総合的に優れ た

内容の契約 がな され ることによ り、確保 されなけれ

ばな らない。」ことが示され ることによ り、品質を確

保 するための公共工事の調達 の基本が価格競争か ら

総合評価 方式 となった5)。

これによ り、公共工事全体 の品質 を確保す る観 点

か ら、比較的難 易度が高 く規模の大 きい工事 を対象

に標準案に対 するVE提 案(標 準案の一部又は全部

に対 する代替案)を 求め、工事 品質 と価格 を総合的

に評価 する従前 の総合評価方式に対 して、地方公共

団体 も視野に入れた小規模な工事 か ら特に高度な新

技術等 を要す る大規模 な工事 まで、全ての公共工事

に導入可能な総合評価方式の体 系が求め られ た。 こ
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のため、学識経験者、建設業 団体の代 表者、 国土交

通省及び地方公共団体 の発注者の代 表 よ り構成 され

る 「公共工事 におけ る総合評価方式活 用検討委員会

(以下、検討委員会)」4)に おいて、公共工事全体 を

視 野に入れ た総合評価 方式 のあ り方について検討が

なされ、新 たに簡易型 という方式が提 案され るとと

もに、「簡易型」、「標準型」、「高度技術提案型」か ら

なる総合評価方式の体 系が整備 された(図-1参 照)。

図-1 総合評価方式の体系

a) 簡易型

「簡易型」は、比較的規模 が小さ くVE提 案の余地

が小 さい工事への適用 を想定 し、発注者の作成 した

標準的工事 を適切 に履 行す る確実性 と価格 を総合的

に評価 するものであ り、履行 の確実性 については競

争参加 者の有 する技術 力や社会的信頼性 で評価 する

ことと した。具体的には、企業の施 工実績 ・工事成

績、配置予定技術者の資格 ・実績 ・ヒア リング結果、

簡易な施工計画(競 争参加者 よ り提出された工事工

程計画、工事 に係 わ る技術的な所見、品質確保のた

めの技術的所見等)、地域貢献度等 によ り能力、当該

工事 の理解度、現場へ の精通度、社会 的信頼性 等 と

価格 を総合的 に評価 するこ とと し、 また予定価 格 に

ついては発注者の定 めた標準的工事 の価格 と してい

る。本 方式は技術 力の高 い業者 を有利 に評価す るだ

けでな く、過去の工事成績 を反映するこ とによ り、

落札者 の良好な施 工に対 するモチベー シ ョンを高め

るとともに、中長期 的には過剰供給構造 の調整過程

にお いて経営 と技術 に優れた業者のみ が育成 され る

という効果 を有 している。なお、本 方式 を設け るに

当たって標準ガイ ドに記 されている技術提案 とは、

VE提 案 と標準的な施 工方法 の範囲 内での配慮 ・工

夫等 よ り構成 され るとした。

b) 標準型

「標準型」は平成14年 通達 に基 づ く方式であ り、

標準案 の価格の範 囲内でVE提 案によ り達成 される

工事 品質 と価格 を総合的 に評価 するものである。

c) 高度技術提 案型

「高度技術提案型」は、民間事業者が開発 した新技

術等特 に高度 な施工技術 を必要 とする工事や、設計

施工一括発注方式 によ り工事 目的物の形式 ・構造等

も対象 と した高度 なVE提 案 を求め、達成される工事

品質 と価格 の総合評価 を行 う方式であ る。これは従

来の総合評価管理費 を計上する方式 と同 じ趣 旨の も

のであ るが、 品確法 には、民 間事業者に よる適正な

技術競争を促進 するため、「技術提案の改善(第13

条)」、「技術提案 の審査の結果 を踏 まえた予定価格 の

作成(第14条)」 等が定 め られてお り、 これ ら事項 を

適切 に運用 することによ り、 よ り効率 的な技術競争

が可能 となった。特 に、予定価格の算定 においては、

品確 法第14条 を運用す ることによ り、最 も技術点 の

高いVE提 案 を実現 可能 な目標状態 と見な し、この提

案に係 わる数量表や特殊技術の見積等 の提出 を受け、

これ らを用 いて発注者側 の積算基準の一部 を補 完す

ることによ り工事価格 を算定 し、予定価格 とす るこ

とが可能 とな った。 これによ り、発注者側では総合

評価管理費 を算出せずに、予定価格 の上限拘束性 を

緩和 で きるとともに、基本設計段 階か らの技術提案

を求める場合は標準案 も必要 と しな くなった。「高度

技術提案型総合評価 方式の手続 について」6)は、平

成18年4月 に検討委員会 か ら公表 されている

これ によ り、公共工事の特性 に応 じた品質確保 の

要求 を概ね網 羅する総合評価 方式の体系が整備 され

総合評価方式の適用範囲が広 が ったこと等か ら、 直

轄工事 については平成17年 度 にお いては金額ベー

スで概ね45%の1611件 に、平成18年4月 ～平成

19年1月 で5862件(金 額ベー スで概 ね88%)に 総

合評価方式が適用 されてい る。

なお、直轄 工事 にお いては平成17年9月 以降順

次、平成18年7月 の通達 「総合評価方式にお ける

技術提案の審査 に関する体制 について」に示され る

通 り、各地方整備局毎 に学識経験者等か ら構成 され

る 「総合評価委 員会」 を、 またその下 に必要に応 じ

て部会を設置 し、①総合評価 方式 の実施 方針、②複
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数の工事 に共通 する評価項 目、③必要に応 じて個別

工事の評価 方法や落札者の決定 に関 して審議 してお

り、総合評価 方式の適用に当たって透明性 や公正性

を高め るよ う努 めてい る。

(7) 総合評価方式の コンセプ トの変化

新 た に設 け られた簡 易型 の コ ンセ プ トは標 準 的

工事の履行 の確実性 と価格を総合 的に評価す るもの

であ り、その名称(標 準型を簡易 に した方式)に 反

し、VE提 案による工事品質の向上 と価格 を総合 的

に評価す る標準 型のコンセ プ トとは大 きく異な るも

ので ある。品確 法に定 め られている とお り、公共工

事は 目的物が使 用されて初めてその品質を確 認で き

るこ と、その品質が受注者の技術 的能 力に負 うとこ

ろが大 きい こと、工種 が同 じで も個別 の工事毎 に施

工条件等が大 き く異な るこ と等の特性 を有 するもの

であ り、発注者が大 まかな工事仕様 を示 し、受注者

が責任施行の原則 に基 づいて工事 を行 う我が国の契

約方式にお いては、標 準的な施工であ っても受注者

の技術 力や知見 に基づ く現場条件等への対応等 によ

って、工事 品質 が相当程度左右 され ることは容 易に

推測で きる。特 に、公共工事 は契約時点において調

達物の品質を確認で きないため、施工 プロセスを通

じた工事 の監視や検査が不十分 な場合は、施 工者 の

技術力や誠実性 に負 う ところが極 めて大 き くな る。

このため、発注者 の定 めた標準 的な仕様 を確 実に履

行 するための技術 力等 を評価 す るとい う簡易型の コ

ンセ プ トは公共工事調達の全般 に渡 って重要な意味

を持つ。なお、標 準型や高度技術提案型 にお いては、

工事規模が比較的大 き く競争参加条件 も厳 しいため、

競争参加者の技術 力 ・信頼性 もあ る程度確保 され る

こと、VE提 案の評価 によ り工事 の標準的な部分 に

ついて の履行の確実性 も相 当程度評価 で きる との想

定 の下、標準的な施 工については特段 の評価項 目は

設定せ ず、VE提 案 による工事品質の向上分のみ を

評価 の対象 としてい ると解釈で きる。

簡易型 のコンセ プ トの重要性は、その後 一般競争

入札 の拡大、 ダンピング問題の激化等 による不良不

適格業者 の参入や不良工事の増加等 に対す る懸念 の

増大によ り、 よ り明確 になっている。

(8)ダ ンピング入札の頻発 とその対策

平成18年 頃か らは、ダ ンピング入札 による競争

が大規模 工事等で も一層激 し くなる とともに(図-

図-2 落札率の変化(上:2億 以上、下:2億 以下)

2参 照)、 工事品質低下の懸念が一層高 まった。

このよ うな状況 を受け平成18年4月 には、「いわ

ゆるダ ンピング受注 に係 わ る公共工事の品質確保及

び下請け業者へ の しわ寄せの排除等の対策」 を公表

し、低価格落札案件 に対す る工事 内訳書の内容、下

請 けへの支払等 の調査等低価格 入札調査の強化、工

事監督 ・検査等 の強化 による公共工事 品質の確保 を

図ったが、ダ ンピング入札は沈静化 しなか った。 こ

のため、平成18年12月 には 「緊急公共工事 品質確

保対策」が発 表され、総合評価 に新 たに入札価格 に

応 じた施工体 制評価点 が導入(施 工体制確認型総合

評価 方式)さ れ るとともに、会計法にお ける 「履行

がされないおそれがあ る場合」の条件 を明確化 し、

著 しいダンピング業者 を排除 することとした。

施 工体制評価点 とは、 予定価格2億 円以上の一般

土木等工事 に適用 され るもので、品質確保のための

施工体制等の確保状 況に応 じ、発注者が求 める施 工

内容 をよ り確実 に実現で きるか どうか を評価 し加点

するものであ り、入札者の入札率や ヒア リング結果

を踏 まえて加点 する。 また、技術力競争の比重 をよ

り高め るため、 その他の加算点 に関 しても簡易型で

10～50点 、標準型で10～70点 と引 き上 げるこ とと
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してい る。 なお、本方式 は技術によ る大幅な コス ト

縮減 が期待 され る高度技術提案型 には適用 しな い。

また、予定価格が2億 円以上の工事 にお いて、調

査基 準価格 を下回 る価格 で入札 を行 った者の うち、

表-1に 示す積算 内訳である各費用のいずれか が、

予定価格の積算 内訳である各費用の額 に下欄 に掲げ

る率を乗 じて得た金額 に満 たない者 に対 しては、特

別重点調査 を行 うこととしてお り、適正 かつ確実な

履行 がで きることを入札者 自 らが証 明で きな い場合

は、会計法第29条 の6に おけ る 「履行 がされな いお

それがある場合」 と見な し、落札 者か ら除外 するこ

とと している。

表-1 特別重点調査の基準

(9) 地方公共団体 への普及

地 方公共 団体 における工事発注件数 は我が国全体

のおおよそ9割 を占めてお り、我が国の公共工事全

体の品質確保のためには地方公共団体 にお ける取 り

組みの強化が求め られ る。地方行政 としては、 それ

ぞれの予算、体制、技術 力等の制約 の中で、調査 ・

設計 、入札契約、工事検査等の一連 のプ ロセス を通

じて最適な対策 を講 じるこ とが重要であ るが、談合

を防止 すると同時 にダ ンピング入札 に対 する工事品

質の確保 を図 るためには、総合評価 方式 を導入 し、

優 良な業者の落札機会 を増加 させ、良質な施工 に対

す るモチベー ションを高 める好循環 を形成 すること

は有効 な手段 と考え られる。

一方、平成18年8月 におけ る調査結果では、総

合評価 方式は74%の 都道府 県で導入 されているが、

政令指定都市では27%に 過 ぎない。またその他の市

区町村 においては平成18年4月 時点 ではあ るが

98%(母 数1828)が 導入の予定な しと してお り、

事務量 の増加等への懸念 か ら市区町村 での普及は相

当困難 な状況 にあ ると言える。

しか し、相次 ぐ談合問題 に対 する対策 として、「全

国知事会公共調 達に関するプロジェク トチーム」か

ら、一般競 争入札の拡大 と指 名競争入札 の原則廃止、

総合評価方式の拡 充、地域要件の見直 し等 を改革の

柱 とした「都道府 県の公共調達改革 に関す る指針(緊

急報告)」7)が 平成18年12月 に公表 され るとともに、

同 じく平成18年12月 に総務省 ・国土交通省よ り、各

都道府県知事 に対 して 「公共 工事の入札及び契約の

適正化の推進 について」8)が通達 され、各都道府 県

内の市 区町村 もあわせて、一般競争の拡大や過去の

実績や配置予定技術者の能力等 を重視 した総合評価

方式(市 区町村 向け総合評価 方式)の 拡充、その他

の入札契約の適正化 に関す る事項が指導 された。

一部の都道 府 県で も導入 され てい る市区町村 向

け総合評価 方式 は、施工状 況を適切 に工事評定 に反

映する とともに、地域要件の緩和 に応 じて近隣市 区

町村又は都道府 県内で統一された基準で工事評定が

行われれば、相 当程度有効 に機能す ると考 え られ る。

また、配置予定技術者の ヒア リング等 によ り当該工

事へ の精通度 や熱意等が評価 に反映で きれば、 品質

確保の ための好循環が さらに強化 され ると考え られ

る。また、昨今 の急激な社会 ・経済状況の変化の 中、

急激 に財務状 況や雇用状況が変化 することも予想 さ

れるため、過去 の実績が一概 に現在 の技術力 ・信頼

性 を表 さない場合 もあることに留意 することが必要

であろう。

(10) 加算点合計の変遷

加算点合計については平成14年 通達で標準型 に

ついて 当面10点 とされたが、その後 ダンピング入

札 が続 く中で価格競争 に対す る技術競争の比重を高

め、技術力の乏 しい業者の排 除を図る 目的で、加算

点合計は段 階的に引 き上げ られ、平成18年9月 時

点では簡易型で概ね21.5点 、標準型で概 ね24.1点

となってい る(図-4参 照)9)。 評価値 は平成14年

通達でVFMで な く落札者決定 のための指標 になっ

た と先述 したが、 当初評価値 はVFMを 概 ね近似 し

て決め られたのに対 して、現在 では相 当乖離 して い

るように見 られる。 しか し、 これはVE提 案による

工事品質向上分の加算点合計 を増 した と言 うよ りは、

む しろ簡易型 の加算点合計が意味する標準的な施工

部分の品質確保の重み を増 したもの と解釈で きる。

特 に、 ダンピング入札 に対 して、一定の技術 力を有

するとともに手抜 き工事や不法な不払 い等の懸念の

少ない適切 な入札額 を提示 した者 を落札者 として選

定 することを 目的 と した リスク管理点数 として、加

算点合計が引 き上 げ られた とも言える。
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図-4 加算点合計の時系列変化(平 成17年10月

～平成18年9月)(上:簡 易型 、下:標 準型)

この よ うに現 在 の総合 評価 方式は ダ ン ピング に

対す る品質確保 に主眼があると見 られ、施工体制確

認型のよ うな加算点 を大幅に引 き上げた方式 も採用

されているが、 中長期 的には建設業者の淘汰 による

ダンピング問題の収束 も視野 に入れ、加算点合計 の

適切 な設定 方法 について検討 する必要がある。

3. 総 合評 価 方式の適 用状 況

総合評価 方式は平成17年 度 よ り公共工事 の基本

的な調達方式 として拡充 を見たが、その評価 方法 や

落札者特性 等を踏 まえて、適宜見直 しを図 ってい く

こ とが必要であ る。このため平成18年10月 よ り検

討委員会が再開され、平成17年 度及 び18年 度前 半

に実施 された案件 のフォローア ップが行われた。デ

ータや分析 結果等 については、検討委員会資料 に示

されて いるが9)、 これ ら資料 よ り総合評価 方式の運

用につ いて筆者が特 に感 じたことを以下 に記述す る。

(1)総 合評価方式の選定や評価方法 につ いて

総合評価方式の適 用件数の大部分 を占め る簡易型

と標準型 については標準的な工事価格の範囲内で競

争する点で外形 的には似通 っているが、 そのコ ンセ

プ トや評価 方法が大 きく異な ることは前述 した通 り

である。ところが、簡易型で求める技術的所見等や

標準型 で求め るVE提 案の評価 方法 について若干の

混乱 があると思われ るため、以下に記述 する。

a) 簡 易型 におけ る留意点

簡 易型で求め る技術 的所見の評価 については、評

価の客観性 を高め るため、 あ らか じめ予想 され るキ

ー ワー ドと個 々のキーワー ドの得 点の一覧表 を作成

し、提 出され た技術的所見等の評点を積 み上 げる方

法やキーワー ドの網羅性 で評価す る方法が多 く見 ら

れ る。 この方法は当該工事 につ いて最 も熟知 してい

るべ き発注者が、技術 的所見 を評価 す る上で は適切

な方法 と考 え られ る。ただ し、事例 の 中には高額な

費用 を要する物理的対策 を発注者が特 に高 く評価 し、

それ に呼応 するように受注者側 も余剰な コス トを要

する対策を安易 に提案 している例が散見 された。簡

易型の技術 的所見は、本来発注者が示 した施 工を確

実 に履行す るために必要な技術 的知見や現場状況へ

の精通度、現場特性 に応 じた応用 ・工夫等 を評価 す

べ きものであ り、標準仕様の範 囲を上 回るハー ド対

策 を高 く評価 す るこ とは、簡易型がそもそも評価対

象 とする 「施 工 を確実 に履行す るための技術力」を

十分評価で きないだけで な く、受注者側 に現場特性

等について十分な事前検討 をす るよ りも、実質的な

ダ ンピングとな るハー ド対策 を安易に提案 させ るこ

とを助長 する恐れがある。また、簡 易型で発注者が

示す工事仕様以上の対策 が必要な場合 は標準型 を適

用すべ きで ある。発注者がこうい った姿勢 を示 すこ

とに よ り、受注者側 も個 々の工事 に対す る事前調査

等の重要性 を認識 し、技術競争の質が よ り高 まる と

考え られる。

b) 標準型 にお ける留意点

標準型にお いては、従来 評価項 目が定量的に評価

で きる渋滞時 間、騒音等 に比較的限定 されていたが、

多様な視点 か らのVE提 案を求めるため、定性 的な

評価項 目を設定 する案件が増加 して いる(図-3参

照)。 ただ し、 これ ら事例 の中には、 定量 的 に評価

で き るもの まで定 性 的 評価 を行 って い る ものや 、

キー ワー ド一 覧 表 を事 前 に準 備 して キー ワー ド

の網羅性 で評価 した り、VE提 案 に要 するコス ト
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図-3 標準型における評価項目の設定状況

で評価 して い る例 も見 られた。標準 型はVE提 案

に よ り工事 品質の 向上 を期待 す るもので あ り、 そ

の評価 は定性 的で あ って もVE提 案の もた らす効

果 ・性能 の視 点か ら評価 すべ きで あ る し、 その 際

評価 のベ ンチ マー ク と して標 準案 の効果 ・性 能 を

事 前 に評価 し、明確化 してお く必 要が あ る。

また昨今、技術競争の比重を高め るため、加算点

合計 を引 き上げ る傾 向にあ るが、 これ に伴 い評価項

目を増やす傾 向が見 られ る。競争参加者に とっては

評価項 目の数 だけVE提 案 を求 め られ るため限 られ

た期 間内で負担 が増大す るとともに、 これによ り発

注者側 にとってもかえって良質なVE提 案が期待で

きな くな る懸念 がある。課題 の設定においては、 当

該工事 におけ る特 に重要な技術的事項 を抽 出 し、 そ

の中でVE提 案を求め る項 目を絞 り込む必要 がある。

4. 今後 の課題

直轄工事 において総合評価 方式は価格競争 に係わ

る基本的な調達 方式 と しての位置づけ を得 た と言 え

るが、本方式が今後 さ らに充実 するための課題 と検

討 の方 向性 について述べ る。

(1)VE提 案の形骸化 への対応

総合評価 方式が普及す ることによ り、同種工事 の

適用案件が増加 し、競争参加者のVE提 案が類似 し

たもの とな り技術競争が形骸化 した り、工事品質の

向上が頭打 ち状態 とな るこ とも懸念 され る。VE提

案については基 本的に知的財産 として、その内容 が

一般 的に使用され る状態 とな るまでは無断での使用

等は禁 じられてい るが、技術の一般化 に伴い適宜標

準施工 に取 り込むこ とが重要である。 これに よ り、

発注者 としての標準 的な施工水準が向上 するととも

に、工事 におけ る要求要件や 目標状態の設定 も高度

化 す ることによ り、民 間事業者の技術開発 も促進 さ

れ ることが期待 される。 このため、技術提案に関す

る発注者のデータベー スを作成 し、守秘義務 を厳格

に保持 しなが ら、活用技術 を監視 うる必要があ る。

(2)技 術によるコス ト縮減の促進

現状 においては、 ダンピングが問題視 されてい る

が、本来コス ト縮減は技術 開発 の主要な 目的であ り、

技術 に裏付け られたコス ト縮減は積極 的に採用すべ

きである。このため、平成10年2月 の通達 「一般競

争入札 方式 におけ る入札時VE方 式 について」に見 ら

れ るよ うに、工事特性 によっては、VE提 案 によるコ

ス ト縮減 を積極 的に評価 する総合評価 方式 を活用す

べ きである。この場合、標準型総合評価 方式 によ り、

施 工計画 の熟度 ・コス ト縮減の技術 的裏付 け、適用

技術 の実績 ・実現性等か らVE提 案の優 劣のみ を加算

点 として評価す る方法が考 え られ る。建設市場の需
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給均衡が回復 し、適正な価格 での競争が再開されれ

ば、有力な調達方法 になると考 え られ る。

(3)最 良な調 達に向けたアプ ローチ

総合評価方式 については、国土交通本省の定 めた

ガイ ドライン等の範囲の中で、各地方整備局が評価

項 目や加算点合計等、独 自に定めた方法で適用 を図

ってい るところであ り、現在 も試行 的な取 り組みの

範疇にある と考 え られ る。

現在の総合 評価 方式は、高度技術提 案型 を除 き、

「ダ ンピングに伴 う不良不適格業者の参入 を防止す

る」 ことの意味合 いが強 く、 それ によ り社会的な支

持 を得てい るところが大 きい と感 じられ るが、平成

18年12月 の緊急対策で会計法におけ る 「履行 がさ

れな いおそれがある場合」の条件 が明確化されたこ

ともあ り、 当該措置 の適用拡大や、工事のプ ロセス

検査 の拡充 によ り、ダ ンピングやそれ に伴 う品質低

下の問題が今後比較 的速やか に収束 し、再び適正な

競争 に移行 することも考え られ る。その際 には、本

来 の趣 旨で ある品質 と価格 に総合的に優 れた調達の

観点か ら、総合評価 方式の効果及びその効果 を最大

化す るための改善方法 について明示 し、その意義 を

国民 に正 しく理解 して もらう必要があ る。

総合評価 方式の効果 を計測 し、最大化 して い くた

めの方法 と しては、①調達結果 の指標、②調達方法

と調達結果の分析、③分析結果 を踏 まえた総合評価

の方法の改良 について、 それぞれ手法 を開発 する と

ともに、①～③のPDCAを 確 立する必要があ ると考

えている。以下、① ～③ の個々の手法開発の方向性

について考察 する(図-4参 照)。

図-4 入札方法の良否の比較イメー ジ

①調達結果の指標開発

公共工事の調達対象はその目的物と施工方法か

ら構成される。目的物の調達結果はその求められる

性能要件に対する完成度から算定される資産価値、

施 工方法 につ いては、それによる社会 的コス トの縮

減 によ り評価 され るべ きと考 え られ る。 目的物の完

成度 については、 同種の 目的物(例 えば、橋梁、ダ

ム、堤防等)毎 に、その求め られ る性能 要件、性 能

要件毎の完成度 の評価方法、個 々の性 能要件の重み

を定 めてお き、完 了 した工事毎 に、個々の性能 を、

標準要件 を1点 として評価 し、重み を付けて加算す

る方法が考え られる。

重み については、性能 間の相 対的な重要性 か ら、

又は当該性能 に係 わるコス トか ら決定 することが考

え られる。 また、性能 の評価尺度については、標準

的要件 を満足す るための標準的なコス トに対す る、

当該評価値 を上昇 させ るために必要なコス トの増加

割合や、逆 に標準要件 に満 たない場合 は標準要件 に

達す るための修補等のコス ト割合等 を加減 して定め

ることが考 え られ る。例 えば、求め られた要件 に対

して必要十分 な物であれば完成度は1点 である し、

低騒音舗装 のよ うに性 能 に改善 が見 られ る場合は1

点超、一方、コ ンク リー トの強度 ・耐久性が劣 って

いれば1点 未満 にな る。個々の性能項 目に対する評

価値 を重み をつけて加算 した ものを 目的物の完成度

とすれば、 この点数 を、標準的要件 を満足す る目的

物 を構築 するための標準 的な価格 であ る予定価格 に

乗 じたもの を調達された 目的物の資産価値 と見なす

ことがで きる。ただ し、 この ような評価 を行 うにあ

た っては、工事完了時の外形的な評定だけでな く、

工事過程にお ける段階毎の評定 を積み上げ、 内部構

造 も適切に評価 することが必要であ り、1～2年 間程

度の供用期 間を経た後の、利用者や管理者の評価 を

加味す ることも評価精度の向上 のため重要である。

施工方法について も、標準工法 を基準 に騒音 ・振

動対策、 自然環境保全等の社会 的コス トの縮減 が見

られれば、これ ら縮 減額 の総額 を算定す る。例 えば、

騒音 の低減 について は、騒音低減工法 のコス ト増分

等 で評価す る方法が考 え られ る。

上記 の目的物の資産価値、施 工方法 の評価 を加算

す るこ とによ り、工事調達結果の価値 が評価 で き、

これを変更額 を考慮 した最終的な工事 費で除す るこ

とに よ り、調達 のVFM(以 下、調達指標 とする)

が算定 できる(図-5参 照)。 なお、将来 的な維持管

理 費は 目的物の耐久性 として評価 す る。
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目的物評価:(重 み1× 性能1+重 み2× 性能2・・)×予定価格

施工方法評価:騒 音・振動等社会的外部費用の縮減額

調達指標=

(目的物評価+施 工方法評価)/

(最終変更後の総工事費)

図-5 調達指標の概念

例えば、平坦性、美観、耐久性 のみの性能 と、施

工においての騒音対策、渋滞対策のみを求 め られた

工事があ った と仮定 し、加算点合計や配点の異な る

総合評価 方式(a)、(b)及び最低価格入札者 が自動的 に

落札す る価格競争 によ り、調達 した場合 の調達指標

の試算例 を表-3に 示 した。工事の予定価格 は1億

円、性能要件毎 の重みは、平坦性(0.4)、 美観(0.1)、

耐久性(0.5)と してい る。この結果では、総合評価 方

式(a)が 最 も高い調達結果 を示 している。

表-3 調達指標の試算例(予 定価格1億 円)

②調達方法 と調達結果の分析

上記のように調達指標が確立されれば、次に調達

方法とこの調達指標の関係を分析する必要がある。

この評価値は建設市場の需給構造やその他の建設業

行政の影響を受け、同じ入札方法でも時期や季節で

調達指標 が大 き く変わ る可能性があ るため、現在の

ように全ての工事 を画一的な総合評価 方式で行 うの

ではな く、同一時期 に、同種 目的物 に対 して、ベ ン

チマー クと しての価格競争や評価方法の異なる総合

評価方式 を一定期 間、戦略的に適用 し、その蓄積 さ

れた調達指標 を比較 する必要がある。

③分析結果 を踏 まえた総合評価 の方法の改良

②の分析結果 よ り、同種 目的物 ごとに最も高 い調

達指標が得 られ る調達方法や、調達指標 に対 して支

配的な総合評価 方式の評価項 目、評価 方法、配点等

につ いて分析 し、総合評価方 式の改良 を行 う。なお、

本来 コス トには調達手続 きに係 わる受発注者双方の

作業量や時間等 を考慮す る必要があ り、本検討 にお

いては これ らコス トも含めて、調達方法 を評価 する

とともに、事務 の効率化等について も検討する必要

がある。

上記 よ り、最 良な総合評価 方式 をあ る程 度客観的

に選定す ることがで きると考えて いるが、社会情勢

の変化や建設 市場の変化、技術開発等 に応 じて最適

な調達方法は変化 すると考え られ るため、一定の期

間毎 に①～③ のPDCAサ イ クルを維持 することが

重要であ る。

以上の ように、 当面は工事結果 を対象 に調達指標

を作成す るが、長期的 にはアセ ッ トマネ ジメ ン トと

一体 とな り、供用年数 に渡 っての 目的物の性能 とラ

イフサイ クルコス トを計測することが可能 とな り、

真のVFMが 把握で きるとともに、維持 ・修繕費や、

目的物の性能 の変化 も考慮 した総合的な調達 の枠組

みの構 築 も期待 され る。

総合評価 方式 が真 に定着するため には、総合評価

本来の趣 旨にお いて国民がその効果 を実感 で きるこ

とが最 も重要 なこ とと考えている

4. おわ りに

公共工事 に係 わる総合評価方式の変遷について、

社会情勢 等へ の対応の観点か ら、私見 を交えて解釈

を行 うとともに、 フォローアッ プと しての留意事項

の指摘 や総合評価方式の充実 に向けた今後 の課題の

整理 を行 った。また、課題 の中の最良な調達 に向け

たア プローチ につ いて考察 を行 った。 これによ り、

総合評価 方式 の本質的な理解 と調達方式 としての充

実の一助 となれば幸いである。
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The past transition and the problems to be examined of comprehensive evaluation 

method in public works

By Hiroyuki Ito

In our country, comprehensive evaluation method, as procurement method of public works, is being spread, 

replacing price competition. In recent years, the details of comprehensive evaluation methods are changing quickly 

and the purpose and the function expected to those is varying from the origin. So, the function and the purpose of 

the comprehensive evaluation method became difficult to understand. On the other hand, the present comprehensive 

evaluation method is still under trail, therefore some misunderstandings are found in the implemented cases and the 

important problems to be solved exist, in order that the comprehensive evaluation method will be actually 

established. In this paper, the history of the comprehensive evaluation method in corresponding to the change of 

construction markets and social conditions is commented, at first. Then, some misunderstandings implemented on 

the past are pointed, and the main problems to be examined are suggested for the comprehensive evaluation method 

to be effective enough about procurement with overall superiority in price and quality. Moreover, the framework of 

examination on "the approach to the best procurement", composed of the development of performance index of 

procurement, analysis the correlation between the evaluation method and the index, and improvement of the method 

in direction to increasing the index.
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